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タ イ 国 の 工 業 化 と 低 雇 用

辻 井 博*

Industriali2:ationandUnderemploymentinThailand

HiroshiTsUJII*

Thailand'sindustrialsectorhasgrownvery

rapidlyduringthelasttwodecades.Thispaper
addressesthequestion"Canthisfastindustrial
growthsolvetheproblemsofalargesurplusof
labor,unequalincome distribution,andwide-
spreadpovertybyabsorbingthelaborsurplusin
adecadeorso?"BasedonHauser'slaborutiliza-

tionframework,andmakinganimportantrevision
inthehandlingofseasonalunemploymentinthe
LaborForceSurvey,theunderemployedinThai-
landin1977and'78wereestimatedtobe8-9

millionpeople,abo山 40percentofthetotallabor
force.Iftheindustrialsectorcontinuestoabsorb
laborattherateitdidinthelateseventies,it

willbeimpossibleforthissectortoabsorbthis
hugeunderemployedlaborforcetogetherwith
rapidlyincreasingeconomicallyactivepopulation
inadecadeorso.

Despiteoffastmacroeconomicgrowth,itwas
foundthatincomedistributionworsenedandthe

realwagerateofunskilledlaもorersstagnated
duringthe sixtiesand thefirsthalfofthe
seventies.

工 タイ国の高成長,工業化と雇用問題

タイ国の経済は60年代と70年代に非常に急

速に成長 した｡その成長率は多 くの先進諸国

よりもかなり高かった｡ 表 1にタイ国のGD

Pとその部門別の実質成長率を示 した｡この

*京都大学農学部;FacultyofAgriculture,Kyoto
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606,Japan
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ThecapacityofThaiindustrialgrowth,led

bylarge-scalefわreignjointventuresandguided
bygovernmentpoliciesbiasedtowardlarge-scale
capital-intensivetechnologies,toabsorblaborwill
belimited,sincelargefirmsarefoundtohave
muchhigllerCapitalintensityandmuchlower
capitalproductivityincomparisonwithmedium
OneS.

Aslowdownoflaborabsorptionbytheagr1-
culturalsectorisexpectedintile nearfuture,
becausethevastreservesofforestaremostly
exhausted,havingbeenconvertedtoupland丘elds
intherecentfastcrop diversificationprocess
inThailand,andintensificationofagricultural
technologyislimitedbecausethewatercontro一
systemstllatpreconditiontheintensificationcan-
notquicklybeconstrLlCted.

Basedonthisevidence,theanswerto the
questionposedabovewillbenegativeiftheThai
governmentcontinuestopursuesimilarindustrial
andagriculturaldevelopmentpoliciestothoseof
thelasttwodecades.

表から,タイ国の高成長率と,とくに工業部門

の卓越 した成長を読みとることができる｡ G

DPの部門別シェアも,表2に示すように,農

林水産業が減少 し,工業が急増 している｡こ

の産業構造の変化に対応 して,11歳以上の労

働力の部門間配分も農林水産業で漸減 し工業

で急増 していることが,表 3で明らかである｡

この傾向に対応 して,部門別労働力の増加率

が,工業で非常に高 くなっている｡ これ らの

マクロ統計は,安場がいうように,工業化に伴

-66-



辻井 :ダイ国の工業化と低雇用

蓑1 タイ国経済の部門別成長率 (1962年価格)
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出典 : NationalEconomicandSocialDevelopmentBoard
(NESDB),成長率はログ回帰で推定｡

注 :1) 1956年価格,StalisiicalYearbookofThailand1963
による｡年単位の複利計算0

2) 製造業,鉱業,建設業｡

表 2 タイ国の部門別GDPシェアの変化

1951 1955 1960 1965 1970 1975 ]980e

農林水産業

工 業

サービス業

合 計

50.1 42.0 39.8 34.9 28.3 31.3 26.2

14.9 17.3 18.3 21.9 24.2 24.3 26.6

35.1 40.6 41.9 43.2 47.5 44.4 47.2

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

出典 : NationalAccountsDivision,NESDB･
注 :e:推定値｡

蓑3 タイ国11歳以上労働力の産業別配分と増加率11･2)

19473) 1960 1970 1978

千人 % 千人 % 千人

全 産 業

農林水産業

工 業

サービス業

13772 16652

(100) 〔1.9〕 (100) 〔2.9〕

11334 13202

(82) l:1.5〕 (79) 〔1.2〕

568 951

(4) l:5.3〕 (6)〔11.5〕

1870 2499
(14) (15)

〔2.9〕 〔6.5〕

20927
(100)

14519
(69)

2264
0ID

4144
(20)

出典 : NationalStatisticalOffice,PopulationandHousing
Census 各年度版 ; NationalStatistical Office
[1979a].

注 :1) ( )内は産業別シェア,〔 〕内は年増加率｡
2) 1970年以前は EconomicallyActivePopulation｡

1978年の LaborForce Survey にはそれに当る
統計がないので,辻井が同 Survey結果から推計｡
1978年の労働力は表 5の修正労働力と等しい｡

3) 14歳以上の EconomicallyActivePopulation｡ゆえ
に1947年と1960年との間の年成長率は計算 しなかっ
た｡
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う工業セ クターでの労働の急速

な吸収 による失業者 の一掃 と,

実質賃金の引上げ,および70年

代 にタイ国経済がようや く公正

な成長への道を見 出 しつつある

ことを示 しているので あろうか

[安場 1981:248,252] ｡ 私

はそ うではないと考える｡

第 1に,1978年にタイ国の労

働力の中には,非常 に巨大な低

雇用部分が存在す る｡第 2に,工

業に配分 された労働力は確かに

急速 に増えているが,その増加

分 は1978年に全労働力の増加分

の43%である｡タイ国の人 口の

年齢構造か ら,労働力 は80年代

に 3% くらいの非常に速 い速度

で増 加 す ると考え られ [Inteト

nationalBankforReconstruc-

tionandDevelopment(World

Bank) 1978:66], この 急 増

す る労働力を工業部門が十分吸

収で きるかどうか疑わ しい｡ 第

3に,農 ･工業部門の実質賃金

は60年代か ら70年代 中期 にかけ

てほぼ停滞 してお り,所得分配

は60年代には悪化 した｡第 4に,

工業部門の資本集約度 は,70年

代 には60年代 と逆に少 し低下 し

た ｡ しか し,タイ国の工業化に

は日米を主 とす る外国合弁企業

が重要な役割を果た して きてお

り,これ らは一般 に国内中小企

業 に比べ高度 に資本集約的技術

を使用するため, もし将来 もこ

の傾向が続 けば,工業化による

労働吸収には限界がでて くる｡

第 5に,60,70年代には広大な

森林が畑作 フロンティアと して

207



東南アジア研究 20巻2号

存在 し,そこ-人口が移動 し,森林を焼 き,

畑作物を作 り,それを輸出するという形で農

業部門で多数の労働力を吸収 してきた｡ しか

し,このフロンティアは,現在使われている

粗放な肥沃度収奪的畑作技術を前提とするか

ぎり,ほとんど消滅 したと考えられる｡ 以上

の 5点が,上述の安場の推測 とは逆に,筆者

が,70年代の工業化の継続では失業者の一掃

は難 しく,実質賃金はなかなか上昇せず,公

正な成長は見出 し難いと考える主要な理由で

ある｡では,以下これらの点に立ち入 って検

討 してみよう｡

Ⅱ 偽装失業と労働の巨大な低雇用

Ⅱ-1 枠組

A.K.Senは偽装失業を生産,所得,認識

の 3視点か ら定義する [Sen 1975:3ト40]｡

彼は,偽装失業に関するかつての文献は,この

うち生産視点に集中 していた こ とを指 摘 す

る｡ そ して生産視点のそれを,在来的な生産

分野から労働力を引き抜いてもその分野の総

生産が変化 しない状況とする｡Senは労働時

間と労働者数を明確に区別 し,生産方法(雇用

方法)の違いをも取 り入れた簡単な労働市場

モデルを用いて,過去の偽装失業に関する多

くの理論的論争を整理 し,偽装失業が存在す

るためには労働の限界生産力が 0である必要

はな く,彼のモデルでこの限界生産力に一定

数を乗 じた値に等 しい Zが一定であればよい

ことを明らかに した｡さらに同モデルに, Z

が一定値 という条件の下,労働者 1人当り労

働投入量 Xにある極大値 Ⅹ*があるという条

件を付加 し,偽装失業存在の必要十分条件が

Ⅹ*≧Ⅹであることを明らかに した [ibid.:

33-35]｡また Senは,偽装失業の存在に関す

る実証的研究について計測上の困難性を指摘

した｡ そ して彼は,意味のある問題は偽装失

業が存在するかどうかではな くて,(1)どれだ
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け過剰労働が存在するか,(2)労働力の引抜 き

がどれだけ生産量を変化させるかであるとす

るが,筆者 もこの指摘に全 く同意する｡

所得視点からの偽装失業は,生産視点から

のそれの従属概念(サブセ ット)として定義さ

れる｡ 複数の就労メンバーの農家のある特定

の 1人が生産の視点で偽装失業状態にあり,

彼が村にいれば農業生産に従事するが, もし

村外に仕事をみつければ従事 しないという場

令,彼が村にいて村外で他の仕事に従事 して

も農家所得の彼の分け前を受けとる場合,彼

は所得視点でも偽装失業状態にあるという｡

彼は彼の農家所得の分け前を彼の農業生産-

の従事いかんにかかわりな く受 け とってお

り,彼の農業労働は彼の農業所得を生みだ し

ていないのである libid.:36-37]｡もし彼が

村外で他の仕事に従事 した時,彼の分け前を

受けとれず,村内で農業に従事 した時のみ受

けとれるのであれば,彼は所得視点では雇用

されているとする｡ この視点では所得の高低

は問わない｡この所得視点での偽装失業の存

否は,工業化に伴 う農業部門での所得分配と

農業部門から他部門-の労働の供給価格に重

大な関係を持 っている libid.:37]｡

認識の視点の偽装失業とは,ある労働者が

生産,所得の視点で偽装失業状態にある時に,

彼が主観的には失業 しているとは考えていな

いことと考えられる｡この場合 この労働者は,

例えば求職活動に関 してはそれを行わないと

いう行動型をとると期待される｡認識の視点

は彼の主観, したがって彼の属する社会の価

値に関係する [ibid･:39-40]｡

Senはこのように偽装失業を生産,所得,

認識の3視点より定義 した｡Senの意味での

(偽装)失業は過剰労働の指標であると考え

られる｡ しか し,失業を人々へ最低の生活水

準を与えることができない雇用状況と定義す

る, もう一方の見方があ る [Dandekarand

Rath 1971;internationalLaborOrgani-
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zation 1972;RajKrishna 1973;Rao

1973] ｡ この見方では,失業を貧困の指標 と

しても利用 しようとしているのである｡

本稿では,タイ国の過剰労働を低雇用 とい

う概念で捉えるが,この概念は後述するよう

に Sen の偽装失業や貧困の指標としての 失

業と密接な関係にあり,近代的な失業を含ん

でいる｡

低雇用を国家 レベルの労働力サーベイの枠

組の中で捉える方法は,PhilipM.Hauserに

より提案され,タイを含むかなりの国で最近

実際に通用された [Hauser1974;1977]｡そ

れまでの開発途上諸国の労働力サーベイは,

LaborForceApproachの下に労働力を被傭

者と失業者とに分けるというやり方で,労働

力データを収集 していた.しか し,このデータ

はGunnarMyrdalが指摘するように,途上因

にとってその労働力政策のためには不適切な

情報であった [Myrdal 1968]｡途上国では,

失業保険制度の発達 した先進諸国で一般的に

可能な,特定期間中全 く働かず新 しい仕事を

探すという形での失業は,例外的に しか存在

しえず,社会的標準と比べ大幅な短時間また

は低所得雇用,ないし労働者の教育 ･技術水

準と比べ不適切な就業という性質を持 った低

雇用が一般的である｡ このことの他の側面で

は,途上国での就業方法として,経済構造が第

1次産業および中小在来商工業中心 というこ

とから,無給家族労働および自己雇用が圧倒

的に多 く,ここでは近代的な意味での失業は

存在せず,低雇用が一般化 Lやすいのである｡

Hauserの方法(彼はそれを LaborUtilization

Framework と呼ぶ)は,この低雇用を上述の

短時間,低所得,不適合の3側面から低利用と

いう概念 として捉えようとしている[Hauser

1974]｡ 少な くともどれか一つの条件に一 致

すれば,その労働者は低利用されているとす

る｡これ ら3側面のうち低所得の基準をかな

り低 くとれば,低利用は貧困の指標にもなる｡

Hauserの低利用は Senの偽装失業 と ど

のような関係にあるのだろう｡ 短時間規準の

低利用は,生産視点での偽装失業 と非常に近

い概念である｡ 低所得規準 の低 利用 は所得

視点の偽装失業とは非常に異なった概念であ

り,む しろ生産,認識視点の偽装失業とかな

り近い概念である｡不適合の低利用 も,Sen

の生産,認識視点の偽装失業と低労働生産性

ということで近い概念であると考えられる｡

Sen の所得視点での偽装失業 に対応 す る概

念が Hauserの低利用の 概念には ない が,

所得視点の偽装失業が上述のように生産視点

でのそれのサブセ ットであるから,このこと

は問題にならない｡

Ⅱ-2 タイ国の巨大な失業と低雇用

本項で は Hauser の LaborUtilization

Frameworkに従い,上述 した低利用の概念を

用い,Senがよりレレヴァントな問題として

提起 した,｢タイ国にどれだけ過剰労働 が 存

在するか｣にアプローチしてみよう｡ 使用す

る統計は LaborForceSurvey(以下 LFSと

略称)と YearBookofLaborStatistics(以

下 YBLS と略称)である [Departmentof

Labor 1980;National StatisticalOffice

1979;1979a] ｡ YBLS は LFSのデータの一

部を若干整理 して転載 している｡LFSは1963

年から実施されてきており, 1971年か ら は

全国規模で年 2回乾季 (Round 1) と雨季

(Round2)に実施されるよう に な った｡

しか し, 1977年までは上述の LaborForce

Approachにより労働力を被傭者と失業者と

に分けた 統計を 公表 していたのみで あ り,

Ⅱ-1で述べた意味で,政府の労働力政策や労

働市場の研究にとってあまり有用ではなかっ

た｡ 低雇用量の 計測の 重要性が 認識され,

上述の Hauserの LaborUtilizationFrame-

workを通用 した低利用 量 の計 測公 表 が,

1977年の認査から行われるようになった｡
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1977年の LFS では,11歳以上の人口を下

記のように分類する｡

1. 労働力

1.1 適 切 被 傭 者

1.2 不適切被傭者

1.2.1 失 業 者

1.2.2 短時間就労者

1.2.3 低所得就労者

1.2.4 不適合就労者i

低 利 用 者

2. 非労働力

2.1 家事労働者

2.2 学 生

2.3 農 季 待 ち

2.4 そ の 他

この分類について少 し検討 しておこう｡ 労

働力は適切 (adequately)被傭者 と不適切被

傭者に二分されているが,また失業者 と被傭

者にも二分で きる｡ すなわち, 1.2.1の失業

者 と,それ以外の労働力人 口とにである｡失

業者 とは LFS では,調査対象の 1週間 (対

象週)に仕事をせず, しか し,仕事を探 して

いた人か,病気か仕事はないと考えて探 さな

か った人 と定義 されている｡この定義 との関

係で非労働力の定義が問題になる｡すなわち,

主 として無給家族労働者で農業 シーズ ンでな

いため対象週に全 く働かなかった人 々を,農

季待 ちとして 非労働力に 含めている点 で あ

る｡ これは季節的失業を LFS の中で捨象 し

て しまうことである｡ しか し, 1年のうち乾

季 と雨季 とがはっきり分かれている熱帯モ ン

スーン地帯に属 し,農業中心のタイのような

国では,労働の季節的失業がその労働市場の

重要な特性であり,それを捨象するのは正 し

くない｡また,農季待 ちは労働意思 と能力を

持つ と考え られるか ら,労働力である｡ゆえ

にLFS の失業者, 労働力, 失業率の概念に

はこのような修正が,後塙の表 5に示すよう

に,必要なのである｡

短時間就労者は,無給家族労働者で対象週

に19時間以内,ない しその他の雇用者で対象

週に34時間以下 しか働かず,もっと働きたい

と考えているものと定義されている｡ l過問

当りの適切な労働時間(fulltime)は,国によ

って異なると考え られる｡ 先進諸国では40時

間が しば しば採用 される｡ Hauserは国際比

較を考えて40時間を提案 している｡LFSの被

傭者の平均労働時間を計算 してみると,1977

年 Round2には52.2時間,1978年 Roundlに

は45.4時間 となる｡ これ らと比べ,上記の短

時間就業の規準はかな り低いと考え られる｡

低所得就労 とは,就労者が対象週に働いて

いた仕事で月当り特定の低い金額以下の所得

表4 低所得就労の低所得規準,月収入と日給1)(単位:バーツ)

出典 : NationalStatisticalOffice,ReportoftheLabor

ForceSurvey,WholeKingdom の各 Roundの出
版物による｡

荏 :1) 括弧内は日給を示す｡日給は月給から1月当り25日
就労として換算｡
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しか得 られなか った 場 合 を い

う｡ この特定金額は,調査年 と

地域によって,表 4に示すよう

に異なる｡ 市場農業賃金率の若

干のデータを詣べてみると,磨

業協同組合省の中央平原でのデ

ータによれば,1976年に 1日当

り30バーツ,筆者の1980年夏の

農村調査l)によれば,中央平原

1)タイ国中央平原スパンブリ県の
米作農村 1,および米とさとう
きびを作っている農村3,北タ
イチェングマイ県の米作農村 1
について行なった｡



辻井 :タイ国の工業化と低雇用

(望
卦
Y
i
=巾
山東
rK
ôo)
粥

謀

7

B
f
爆

撃

Q

FF
蚕

釈

Q

囲

y

t

S哨

錐
舶

G

･
g

貼

瑞
軒

-

+
B

G
･

V

ロ

Y

櫛
粥
《
紳

粥
《

L

Y

□

Y

F
F

3
I

撃
丁

塑
像

蟹

健

撃

B
t

慨

璽

重

森

出

撃

□

Y

F
F
重

森
皿E

1

.
寸

9
9
g

9

49
m

等

l
∞

M
L
コ

N

%
6

4O
N

ト
O
N
V

も

.
苫

L
9
6
∞

サ

ト
T
O
N

3 55<

.塞 .壁
剥 碑 柵Q
朴 麻 肺 中

牌ト4rl

嘩虻

珊

瑚

珊

瑚

珊

瑚

鴬
の
駄

嘉
N

妹

尾
{

鯨

..】~
瑚
~
司

矩

撃

巣

昏

僧
佐

野

国

･叩

苦
寒

昏

慣

N
.O
N

C
C

N
寸

ト

.
t
寸

N
N
ト

∞

ト

N
6
0
Z

(
6

'M
Z
)

IgN
S
I

T
6
諾

m
F
O
寸

(
寸
.E:)

甘
口
l
S
1

0
9
9
ト

9
6
9

(
i
.寸
N
)

等

6
n

g
T
S
∞

P
6
6
g

(
ト

.ト
N
)

6
ト
9
f
'

(
寸
.9
C
)

簡

iaU

(
L
'O
E:)

C
ト
等

1
9
S

O
T
S

g
t
寸
S

S
の
寸

l
N
C

6
N
S
9

0
6
P

S

W

g
N
∞
C

(榔
rZ3*
)I
p
u
no
t
I

(
y
e
～

l
)∞
L6
t

(

酢
慣

)
N

p
u
n
O
t
Z

(

y
6

-

ド
)
L
ト
6

t

(
榔

建

)
I

p
u
n
O
粥

(
y

S
～

t
)
ト
ト
6
t

｡車
蔀
Q
朝
里

殖
Q
和
事
;
jq
7
0
0T
頬
□
Y
q
:率
釈
Q
S
h

rZ
望
件
霜
Q
疋
W
E悪

(
t

‥出

.[
0
9
6
t
]

10q
tZrZ
J
O
lu
atu
一1t:d
a
c
[
…
[t26
L
6
T
!6
L6
t]
aUTJJ
O

tt:3
!TS
!TtZ1S
t召
0!Tt:N

:

球
丑

トや
鳩
量
車
聾
こ
Lfj
q

覇

I
u,志
重
患
量
南
中
Q
m
腎
唾

.町
堕
監
Q
Y
周
悪
監

(
N

で 1日当 り20-70バーツの範囲にあり,平均

約50バーツ,北タイで20-30バーツの範囲で

あった｡表 4の非都市 (農村)地域について

みれば, 1日10バーツの低所得規準 はかな り

低い水準であるといえよう｡

不適合就労とは,労働者の教育水準を彼の

技能水準の近似値 として,複数の判定者の合

意により彼の技能が彼の仕事には十分生かさ

れていないという意味での不適合就労を意味

する｡以上の短時間,低所得,不適合就労者

を合わせて, LFSでは低利用者 と呼んで い

る｡

不適切被傭者の中の各小分類は重複するこ

とがあるので,小分類の分類順位は失業,短

時間,低所得,不適合 とな っている｡

以上,Hauserの LaborUtilizationFrame-

workに従 った LFS の11歳以上人口の分類

を検討 してきた｡ 筆者の 目的とする低 雇 用

は,この分類の失業者,短時間,低所得,不

適合就労者,農季待ちの 5範噂に属する人口

の合計値 で あ る｡ すなわち 1.2.1+1.2.2+
1.2.3+1.2.4+2.3である｡ 失業人口は上述

の理由により LFS の失業者 (1.2.1)と農季

待ち (2.3)との合計 とする｡ 表 5に,LFSの

定義に基づ く労働統計 と,筆者の修正による

低雇用人口,同率,失業者人口,同率を示す｡

LFSの結果 と筆者の推計を 比較 してみ よ

う｡ LFSの労働力Aが乾季 (1- 3月)と雨

香 (7-9月) で約 400万人の差があるとい

う結果にな っている｡ これはもちろん上述 し

たように, 主 として約 330万の農季待ち人口

Dが乾季には労働力か ら除外 され雨季にはそ

れに編入 されるという,LFS の統計手 続 き

のためである｡このことは農季待 ち人 口およ

び第 1次産業での低利用者人 口の乾 ･雨季問

の人 口差に明白に示 されている｡すなわち,

約 300万人の農季待ち人 口が 乾季か ら雨季に

かけて労働力人口になるのであるが,それと

ほぼ同数の低利用人 口が第 1次産業で同期間
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に増大 しているのである｡そ して次の乾季に

なれば逆の現象が起 こっているのである｡ あ

たかも第 1次産業の低利用人口と農季待ち人

口との間で約 300万人の労働力が, 乾季 と雨

季 とで往復 しているようにみえるのである｡

もちろん,この約 300万人の農季待ち労働力

が全て雨季の第 1次産業の低利用人口になる

必然性はない｡ しか し,いずれにせよ,この

約 300万人の労働力は乾季では第 1次産業の

巨大な季節失業の重大な部分であり,雨季に

は同 じ第 1次産業の低利用人口の重大な一部

を構成 しているのである｡

上述 したように農季待ち人口は,雨季では

ないか らやる仕事がなく調査週に何 も仕事を

しなかった人々であり,ゆえに働 く意思はあ

ると考えられるか ら農業労働力に含めねばな

らない｡またこれは季節失業の重要な指標で

あるか ら,労働力の概念か ら除外するのは正

しくない｡このような理由で,筆者は修正労

働力人口をA+Dとして表 5に示 した｡ これ

は LFS の労働力人口のように,季節により

大幅に変動 しない｡

さて,LFSによれば,表 5に示 されるよう

に失業者は季節にかかわ らず非常に少な く,

失業率 も1%前後とこれも完全雇用水準であ

って非常に低い｡世界銀行のタイ国経済調査

報告書や,TrentBertrand らによる最近の

タイ国の労働市場に関する論文によれば,こ

の低い失業率のデータを主たるよりどころと

して,タイ国には過剰労働は存在せず,労働

市場は競争的で新古典派的であり,タイ国農

村では 貧困は急速に 減少 してきている と結

論 している [BertrandandSquire 1980;

WorldBank 1978;1978a]｡ しか し,(∋こ

の失業率は近代的な意味でのそれであり,失

業保険制度がな く,自己雇用や無給家族労働

が一般的な雇用形態である途上国タイで,こ

のような失業率が低 くでてくるのは当然であ

ることは上述 した通 りである｡ @この失業率
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を過剰労働や低雇用の指標に使 うことはでき

ない｡1975年の LFS では失業者の約50%が

高校以上の教育を受けた者であり,この事実

はこれら2点を側面からサポー トしている｡

失業率は重要な指標であるが,それが途上国

でどういう意味を持つかは慎重に検討 せ ね

ばならないことが 明らかであろう｡ 筆 者 は

LFSの失業者に季節失業の農季待ちを加え,

表 5に示すような修正失業者人口と修正失業

率を計算 した｡この修正失業率は乾季では20

%, 雨季でも4%で,LFS の失業率より懸

け離れて大きく,70年代末にタイ国には大き

な失業が,とくに乾季においては巨大な規模

で存在 したことが明らかである｡

次に,上で筆者が定義 した低雇用について

検討 しよう｡ 表 5によれば,LFSの低利用

者および不適切被傭者は雨 ･乾季にかかわり

な く労働力の約30%と非常に大きくなってお

り,かつ,しかもその80-90%が第 1次産業

に集中 しているか ら,これからでも農林水産

業に巨大な過剰労働力が存在 していることが

分かる｡ しか し,筆者はこの LFS の方法で

は過剰労働を十分把握できないと考える｡ 上

述のように,農季待ちの季節失業労働力が,

非労働力として除外されているからである｡

筆者の 定義する低雇用人口は ゆえに,LFS

の不適切被傭者に農季待ち人口を加えたもの

(B+C+D)である｡ これは表 5に示すよう

に,乾季に約900万人,雨季に約800万人であ

り,この修正労働力人口に対する比率は,季節

にかかわりな く約40%と非常に高率である｡

農業 シーズンである雨季でも,39%もの低雇

用労働力が存在することが重要である｡ 以上

で明らかなように,タイ国には70年代末に,

全労働力人口の約40%にも上る低雇用人口が

存在 していたのである｡

この800-900万人の低雇用人口がタイ国の

過剰人口に近いとすると,この人口を安場が

いうように工業化によって近い将来吸収でき
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るであろうか｡表 3に示 されるように,工業

部門は確かに非常に急速に労働力を吸収 して

きたが,1978年には 1年間に約26万人増のペ

ースであり,これは同年の全労働力の増分の

約43%であった ｡ だか ら, 残 りの57% の 労

働力は工業以外の部門で吸収 されねばな らな

い｡また,全労働力は80年代には年 3%程度

の高率で増加すると世界銀行は予測 している

[WorldBank 1978:66] ｡ また上で示 した

ように,1978年には800-900万人の低雇用人

口がタイ国に存在するが,この人 口に対する

工業が 1年間に吸収する人口の比率は 3%に

すぎない｡

工業部門の生産および労働力は60,70年代

に急速に増加 したが,80年代には NICsとの

競争 も激 しくな り,世界経済 も低成長を持続

する可能性が高いか ら,以前のような高成長

は持続できないだろう｡

以上の点より,安場のいうように ｢…...5

午,10年の間には,失業者 ･半失業者が一掃

されて公正な成長-の展望が開ける.…..｣[安

場 1981:252]とはとうてい考え られない

のである｡

Ⅱ タイ国の経済成長と所得分配

労働力過剰の途上国において雇用を増大さ

せ ることは,所得分配の改善の重要な手段で

ある｡ 安場が ｢失業者 ･半失業者が一掃 され

て公正な成長へ…...｣ といったのは, このこ

とをいっているのであろう｡ しか し,第 Ⅱ節

で述べたように,巨大な低雇用が,工業化に

もかかわ らず,80年代に農林水産業に根強 く

残存すると考え られるか ら,所得分配の改善

も貧困の減少 も大幅には進まないであろう｡

ここでは将来の分配 ･貧困の予測よりも,

む しろタイ国での最近の経済成長に伴 う分配

と貧困の推移を検討する｡

まず,前節 との関連で低雇用人 口について

蓑6 タイ国の低利用人口の内訳 (単位 :千人,%)

層 静 倉 繭 合 計

出典 : 表5に同じ｡
注 :1) 合計は四捨五入の関係で表5と一致

せず｡
2) 括弓瓜内の数字は合計を100とした場

合の割合｡

その分配上の意味を検討する｡ 前節表 5で示

したように,低雇用人 口に対 して LFSの低

利用人口が50-90%を占めるが,低利用人口

は短時間,低所得,不適合就労に 3区分され

る｡表 6にこの 3区分を示 した｡同表により,

低利用の 9割近 くが低所得雇用であることが

分かる｡そ して同表 と表 5とでとくに大切な

点 は,労働需要が大幅に増えると考え られる

雨季 (7-9月)に,乾季には農季待ちとし

て季節失業 していた労働力 400万人のうち約

330万人が就労するのだが, 同 じ乾季か ら雨

季にかけて低所得就労者が約 250万人増えて

いる点である｡ 低所得の規準は表 4に示 した

が,上述 したようにこの規準は社会的標準賃

金 と比べ非常に低い水準である｡ これ らのデ

ータか ら,タイ国の70年代末の800-900万人

の低雇用人 口は,乾季には主 として低所得就

労者 と農季待ちとで,雨季には主 として低所

得就労者で構成 されるが,それは第 1次産業

における巨大な貧困を示 していると考え られ

る｡

ただ し,この結論には一つ留保点がある｡

それは,表 4に示 した低所得就労の低所得規

準が実際にどのように調査 されたのかが,調

査結果報告書には何 も記 されていない点に関

係する｡ もし現金の賃金だけを調査 している

とすれば,現物経済が一般に存在 し自己雇用
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や無給家族労働が重要な雇用形態であるタイ

国では,低所得就業人口は低雇用としても貧

困の指標 としても過大評価されている可能性

が高い｡もし現物経済 も考慮 した農家所得の

推計か ら就労者の所得が計測されているとす

れば,この過大評価はない｡この点,実際の

調査に値すると考える｡この留保点に関 して

は,°eyA.Meesookの タイ国での現物所

得の農家の所得分配に及ぼす影響を取 り扱 っ

た論文2)が一つの参考になる｡ 家族員 1人 1

年当りの所得1,000バーツ(≒50米 ドル)以下

を貧困の定義として,Meesookは,タイ国政

府の1968年の社会経済調査結果を用いて,覗

物所得 も考慮 した場合の全家計のうちの貧困

家計の比率が,現金所得のみの場合の41%か

ら,26%-減少することを示 した [Meesook

1975]｡ 両比率の差が,上記過大評価がある

とすれば,その大きさの一つの指標になる｡

以上で LFSの低利用人口ないし筆者の低

雇用人口の分配上の意味を検討 したのだが,

これは70年代末のみのデータである｡ 次に,

タイ国の経済発展に伴 う時系列的な分配変化

を検討 してみよう｡ まず,す ぐ上で利用 した

Meesook の研究から, この点を検討 してみ

よう｡

Meesook は1962/3年の HouseholdEx-

penditureSurvey(以後 HESと略称)と1968

/9年の Socio-EconomicSurvey(以後 SES

と暗称)とを利用 して,両時期における経済

成長の所得分配 (貧困世帯の全世帯に対する

割合)に対する影響を分析 している｡ 彼女の

発見は,貧困世帯を上の定義 として,貨幣所

得を指標 として,貧困世帯比率は1962年から

1968年にかけて61%から41%に減少 したが,

地域別にみると経済成長率の速かった地域ほ

ど他地域との比較で貧困世帯比率の減少が遅

2)この論文のコピーは日本大学人口研究所の小川
直宏氏のご親切により入手できた｡
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表 7 タイ国の貧困人口1)比率の推移

1962/3 1968/9 1975/6
% % %

出典 : InternationalBankforReconstruc-
tionandDevelopment亡1978a:62ユ

データ :NationalStatisticalOffice,House-
holdIncomeandExpenditureSur-

vey,1962/63,Socio-EconomicS･ur-

vey1968/69,1975/704.
注 :1) 貧困人口は1975/6年価格で,1人月

間所得が農村で150バーツ以下,都市
で200バーツ以下と定義される｡

かったということである｡60年代に貧困は少

し減少 したが,1968年にまだ全世帯の41%(覗

物所得 も考えると26%)もが貧困に苦 しみ,

かつ経済成長が速ければ速いほどより低い利

益を貧困層にもたらしたのである｡

世界銀行は1962/3年の HouseholdIncome

andExpenditureSurveyと1968/9年と1975

/6年の SESにより,固定価格に基づ く貧困人

口比率を表 7のように計測 してい る [World

Bank 1978a:62]｡ 全国では同比率は60年

代にかなり急速に減少 したが,70年代前半に

はそのスピー ドは鈍 った｡ 農村部と都市部 と

に分けてみて も同 じ傾向がある｡とくに都市

部では1968年から1975年にかけて貧困人口比

率は全 く変化 していない｡ 農村部の貧困人口

比率はどの調査時点で も都市部よりかなり高

く,1975/6年でも農村人口の約 3割が貧困人

口に分類されている｡

ところで,ShailJainはジニ係数からタイ

国の所得分配の60年代の推移を計測 している

[Jain 1975]｡ それによれば, 1962/3年か

ら1970年にかけてジニ係数が農村部で0.44か

ら0.45へ少 し悪化,都市部で0.47か ら0.39-

少 し改善 していることが分かる｡Wattanavi-

tukulは1962/3,1968/9,1971/3年に亙 って

HESと SESのデー タにより, 貨幣所得 と
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全所得 (現物所得 と推定家賃を含んだ所得)

とについてジニ係数などによる所得分配の推

移の計測を行い,同期間にタ イ国で所得 分

配が悪化 したことを示 した [Wattanavitukul

1978:28] ｡

これ らジニ係数による分析が示 した60年代

の所得分配の悪化 と,上述の貧困世帯率の減

少 という Meesookや世界銀行の研究結果 と

は,何を意味するのであろうか｡)筆者は,60

年代には全世帯の実質所得は上昇 したが,結

果 としての各世帯の実質所得の分配は悪化 し

たことを意味すると考える｡

以上の貧困の時系列変化に関する諸研究か

ら,経済の高成長に伴いタイ国の貧困は減少

したようであるが,70年代にはこの減少速度

は非常に鈍化 し,また高経済成長は貧困の減

少に対 しあまり重要な役割を果た していない

のではないかということが明 らかになった｡

LFSや SESか らも,70年代の後半において

も,タイ国の全世帯の約 3割 もが貧困世帯で

あることが明 らかである｡またジニ係数によ

れば,タ イ国の所得分配は60-73年の期間か

なり悪化 したことが明 らかになった｡

農業労働者および非農業非熟練労働者に対

する実質賃金率の推移は,労働市場の需給条

件 と低所得世帯の所得水準のよい指標である

と考え られる｡ただ,タイ国では賃金率に関

して十分信頼できるデータが存 在 しな い と

いう問題がある｡ 世界銀行は諸種の賃金率デ

ータを突き合わせ,またいろいろな角度か ら

分析 して, 次の結論に至 って い る [World

Bank 1978:19-27]｡ 農繁期の農村賃金率

は1965年か ら1972年にかけて実質値で停滞 し

たが,1972年か ら1976/7年にかけては中央部

と北部で少 し上昇 し,東北部では停滞 した ら

しい｡非 農業非熟練労働者の実質賃 金 率 は

1962年か ら1975年にかけて停滞 していた｢こ

の結論は,タイの労働市場において労働力過

剰状態が60年代か ら70年代車ごろまでほぼ同

程度の強さで存続 したことを意味すると考え

られる｡ また,農業労働者や非熟練労働者の

実質所得 も,この期間停滞 していたことが推

測される｡

1975年以降1980年までの期間の実質賃金率

の推移に関 しては,タイ国国立銀行の調査,

農業協同組合省や筆者の農村調査結果などか

ら,非農業非熟練労働者 と中央平原農村労働

者の実質賃金率は上昇傾向を示 したと分かる

[Bank ofThailand 1980;Ministry of

AgricultureandCooperatives 1976] ｡ この

ことは過剰労働力の減少,貧困の減少,所得

分配の改善を示唆すると考えられ,望ま しい

傾向である｡ ただⅡ-2で 明 らかに したよう

に,1977-1978年においてさえ非常に巨大な

失業,低雇用 と貧困がまだ存在 していたこと

を忘れてはな らない｡

農村土地な し労働者の規模は,途上国の農

村における貧困の一つの重要な指標である｡

タイ国の農家のうち,農村土地な し労働者世

帯の比率はかなり高いと考えられる｡しか し,

最近の世界銀行のタイに関するいくつかの報

告書では,1963年の農業セ ンサスのデータを

誤用 して, この比率を 1.5%と非常に低 く見

積 もり,このクラスの世帯はタイ国にはほと

んど存在 しないとする [WorldBank 1978:

19;1980:iii]｡農業セ ンサスの対象は主 と

して特定農地規模以上の経営者である｡土地

を保有 しない農家で対象 とされるのは日本で

のいわゆる例外規定農家で,特定生産規模以

上 の畜 産農家と特定販売規模以上 の畜 産,

養蚕, きのこ, 蘭農家などであり, いわ ゆ

る農村土地な し労働者は含まな いので あ る

[NationalStatisticalOffice 1963:7-8] ｡

世界銀行の他の報告書では,1973/4年の農村

土地な し労働者世帯の比率を 8%としている

[WorldBank 1978a:34]｡アジア開発銀行

の第 2次アジア農業調査では,1970年にこの

比率を2.7%としている [AsianDevelopment
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Bank 1978:56]｡筆者は過去10年ほどの問

に中央,北,東北タイで 7村の農村調査を行

なったが,村の土地な し労働者世帯の比率は

10-35%の範囲にあった｡ だから筆者は同比

率がかなり高いという直感を持っている｡前

出の SESは全国規模の家計収支標本調査だ

が,その中に世帯の社会 ･経済タイプ別の分

布データがある｡1975/6年のタイ全国につい

てみ ると,農村地区において非農家世帯は

32%にも及ぶ [NationalStatisticalOffice

1979:29] ｡ このうち,所得水準の比較的高

い専門 ･技術職,非農業自営業,事務 ･サー

ビス,建築 ･生産関係世帯を除いた農村土地

な し労働者世帯に該当するのは,農業労働者

(5.6%),一般労働者 (5.4%),および非経

済活動人口 (3.8%) の世帯と考えられ, こ

れらの合計は14.8%となっている｡ この比率

がたぶんタイ国農村での土地な し労働者世帯

の比率をかなり正確に示 していると考えられ

る｡ このクラスに属する世帯の所得は,1975

/6年の SESによれば,全世帯の平均所得よ

りかなり低 く,これら世帯は農村での低所得

層に属する [loc.cii.] ｡ 上述の世界銀行の農

村土地な し労働者世帯比率に関する誤 りは初

歩的なものであるが,極端に低い数値を少な

くとも二つのタイ国に関する報告書に公表 し

ており,それが重要な指標であるだけにタイ

国の農業構造や農村の貧困に関 して誤 った印

象を与える｡ 実際, ワシントンでは上 述 の

失業率の世界銀行報告での意味づけなどを含

め,そのような認識がすでにかなり広がって

いるようである｡3)

以上,いろいろの側面から,タイ国が高い

経済成長を遂げた60年代と70年代における分

配と貧困の推移を検討 した｡ 全体 としては,

1960年から1975年ごろの期間には,所得分配

は悪化 し,貧困世帯率は減少 したが非熟練労

3)筆者の最近のワシントン訪問からの印象｡
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働者の実質賃金率は停滞 していた｡この期間,

巨大な貧困がタイ国には存在 したのではない

か｡このことは,1975年ごろか ら分配や貧困

は少 しずつ改善 してきたようであるが,Ⅱ-2

で述べたように,1977/8年においてもまだ巨

大な貧困と低雇用が残存 していたことから推

測できる｡

Ⅳ 工業化と資本/労働比率

工業化によ り過剰労働を吸収す るために

は,工業化過程での技術の選択が労働集約化,

いい換えれば資本/労働比率の急速な低下の

方向に進まなくてはならない｡タイ国の60年

代と70年代の工業化は,主 として日米からの

合弁企業が重要な役割を果たしたといわれて

いるが,これら企業は先進国の技術をタイ国

へ持ち込んだ し,またタイ国政府の貿易政策

と要素価格に影響を与える政策 も資本/労働

比率を高めるようにバイアスしていたので,

これら企業ではかなり資本集約的な技術が採

用された [Akrasanee 1981:393-432]｡で

は,中小企業も含んだタイ国の工業全体でみ

れば,資本/労働比率はどのように推移 した

であろうか｡

工業部門の資本ス トックのデータは存在 し

ないので,物的･人的資本と労働の比率の指標

と考えられる [Lary 1968]工業部門の付加

価値と労働力の比率を計算 してみる｡1962年

価格での工業部門の GDPと表 3の同部門の

労働力を使い,同比率は1960年に17,518バー

ツ,1970年に30,397バーツ,1978年に24,857バ

ーツになった｡ この数値からタイ国の工業部

門では,60年代にはかなり資本集約化が進ん

だが,70年代には若干労働集約化の方向に要

素比率が変化 していることが分かる｡この60

年代の変化は,労働力過剰状態のタイ国経済

において要素賦存量に逆行するものである｡

この時期は第 1,第 2国家経済社会開発計画

- 76-



辻井 :タイ国の工業化と低雇用

の下,輸入代替型工業化の行われた時期であ

り,日米の合弁企業 も主 としてこの時期にタ

イ国-進出した｡この資本集約化の傾向は,

上述の農業労働力および非熟練労働者の実質

賃金率の60年代の停滞 と符合する｡70年代の

若干の労働集約化は,1972年の投資促進法 と

輸出促進法の改正によって始まった輸出促進

型工業化政策によって引き起こされたと考え

られる｡輸出工業の方が輸入代替工業よりも

一般に労働集約的であり,世界銀行の計算で

もそうなっている[WorldBank 1978b:41-

42,130]｡ しか し, 関税と事業税との新 た

な組合せ政策による輸入代替工業の保護は,

1972年以降も続けられた｡工業部門における

70年代の若干の労働集約化の傾向はまた,上

述の70年代中期以降の農業労働者および非農

業非熟練労働者の実質賃金の上昇 と符合 して

いると考えられる｡70年代の工業部門での労

働集約化の傾向は,タイ国の過剰労働にとっ

て望ま しい現象である. しか し.この労働集

約化の程度はまだわずかであり,上述 したよ

うに,70年代末のタイ国の巨大な失業や低雇

用をこの労働集約化が近い将来解消するとは

考えられないのである｡

タイ国にある日米の合弁企業は小規模のも

のもあるが,生産額や雇用者数からみれば大

規模のものが大部分であり,それらは日米の

生産技術を若干の修正を伴 って持ち込んでい

る｡ゆえに,タイ国内の中小企業に比べると,そ

の資本労働比は非常に高いと考え られ る｡4)

タイ国内中小企業の資本労働比については,

1977年に NIDA とクマサー ト大学により行

われた大規模企業 も含んだ 1,050標本企業 に

対する中小企業サ-ベイがある｡ これによれ

ば,タイ国で中規模企業と定義される雇用者

規模50-99人の企業の資本労働比は,す ぐ下

の小規模企業 (10-49人)に次いで低い方か

4)筆者は合弁企業の資本集約度のデータを所持し
ないので,直接の比較はできない｡

ら第 2位であり,200人以上の大規模企業 の

それは中規模企業の 3倍に近い値であった｡

そ して,この中規模企業の固定資本の生産性

は他の規模の企業と比べ最大で,200人以上規

模のそれの約 2倍 もの水準であった libid.:

76] ｡ この結果は,中規模企業は雇用者200人

以上の大規模企業に比べ,資本 との比較で約

3倍の労働力を吸収 し,タイ国で希少資源で

ある資本の生産性を 2倍にしていることを示

している｡80年代のタイ国では過剰労働の圧

力は非常に強いと考えられ,またアジアの途

上諸 国で近代工業部門と農業 ･在来工業部

門との間の リンケー ジが非常に弱い ことが

ADBなどにより解明されているから,大規模

近代企業を重点にした工業化政策には慎重な

再検討が必要であろう [AsianDevelopment

Bank 1978:102-129] ｡

Ⅴ 農業部門における労働吸収の限界

農業部門は戦後表 3に示されたように,他

部門と比べ最多の労働力を吸収 してきた｡ ま

た,その吸収労働力の増加分 も,70年代のサ

ービス業を除き戦後各期で最多であった｡ こ

の大量の労働力の吸収は,主 として耕地面積

の拡大により行われた ｡ この耕地面積の拡大

は,山地において広大な森林が破壊され畑作

物が作付されるという方法で行われ,タイ国

戦後の農業変化の重要な特徴 で あ る [辻井

1980:147-173] ｡ すなわち,1947年に国土面

積の63%を占めた森林が1974年には37%にな

って しまい,この森林破壊面積に匹敵する畑

作面積の拡大が同時期にあった｡1960年か ら

1976年にかけて稲面積は1.4倍になったが,

畑作面積は実に3.4倍 となり稲面積の3/5の広

さになったO主要輸出品においても同期間に

メイズ,タピオカ製品,砂糖,マングビーン

などが急増 し,主要農林水産輸出品に占める

米の比重は46,%から31%に減少 した O 農業生
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産と農産物輸出の多角化が,山地の森林とい

うフロンティアを切 り開いて急速に進行 した

のである｡ センサスによ る人口移動の分析

[同上論文 :15ト153;NationalStatistical

Office 1976]や小林のタイ国人口増加の分

析 [小林 1981:34-35,39-46]によっても,

山地森林-の畑地開拓のための農民の大量の

人口移動が明らかである｡

問題は,このような急速な森林破壊による

畑地の拡大がェロージョンや気候変化を引き

起こすなどの大きな社会的費用をもたらすほ

かに,この農業フロンティアが消滅 しつつあ

ることである｡ 世界銀行は南タイを除いて開

拓可能地は1980年ごろに枯渇すると予測する

[WorldBank 1978C:9]｡筆者の最近の中

央,北,東北タイの調査でも,非常に急な斜

面 (約300) まで畑地にされていること が 観

察された｡ このフロンティアの消滅は急増す

る農業過剰人口の吸収先の消滅であり,非常

に重大な問題である｡

この重大さをさらに悪化させる要因は,農

業技術の労働集約化の限界である｡もちろん,

この労働集約化は新品種と近代的投入物 (肥

料や農薬)とによる新技術に基づき農業所得

が安定的に増大するようになされねばならな

いが,そのためには濯概 ･排水の設備が必須

条件である｡ しか し,タイ国でのかつての港

至既率の上昇は非常に遅かった し,水資源その

ものの不足や,建設の経済性か ら漕i既面積の

急速な上昇は難 しいと考えられる｡ 米に RD

種 といわれるいわゆ る HYV が入 って い る

が,1977年にその面積は全稲作面積の11%に

すぎない [Dalrymple 1978:85]｡稲作 も最

近急展開 した畑作 も,タイ国では非常に粗放

な技術で行われてきた し,いまも行われてい

る｡畑作では,さとうきびを例外として,他の

主要作物は焼畑的方法ないし常畑での無肥料

栽培が一般であり,稲作 も天水田,および深

水地帯での直播栽培が一般的である｡ このよ
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うな粗放な技術の急速な集約化が濯概の制約

のため不可能である時,フロンティアが消滅

するということは,将来農業部門では増大す

る過剰人口を以前のように急速には吸収でき

ないという重大な問題を意味するのである｡

Ⅵ 結 論

タイ国のマクロ経済は60年代と70年代に非

常に急速に成長 し,工業部門への労働吸収は

急速に進んだ｡これらは,タイ国における巨

大な失業や低雇用を近い将来一掃 し,貧困を

解消 し,公正な成長をタイ国にもた らすであ

ろうと安場は予測 す る [安場 1981:248,

252]｡ この予測を批判的に検討することを一

つの中心 として,本論文は構成されている｡

この検討の重要な一部として,70年代末のタ

イ国における過剰労働力の規模の検討を行な

った｡まず検討の理論的背景として,A･K･

Senの偽装失業の概念 と,P.M･Hauserの

労働力の不適切被傭者 ･低利用の概念 とを説

明 し,両者の関係を述べ,Hauserの概念に

ょって過剰労働力の規模を計測 した｡この計

測でのポイントは,不適切被傭者 と季節的失

業である巨大な農季待ち労働力との和を低雇

用 と定義 し,この低雇用の規模を雨季に約800

万人, 乾季に約900万人, 総労働力の約40%
としたことである｡

この70年代末の膨大な低雇用労働力の存在

は,60年代,70年代を通 じる工業化を重点と

するタイ国経済の高成長が,タイ国の過剰労

働力問題を大幅に改善 しなかったのではない

かということを示 している｡

また,工業部門における労働力は他部門に

比べ確かに非常な高速度で増大 したが,その

増分は1978年 1年間でタイ国の全労働力の増

分の43%であり,筆者により推計された同年

の低雇用人口800-900万人の約 3%にすぎな

い｡ また最近の工業部門の高成長は, NICs
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との競争を考えると,その将来の持続性に問

題があり, したがって工業部門の急速な労働

力の吸収は将来持続 しないか もしれない｡

確かに70年代は,60年代の輸入代替工業化

と異なり,輸出促進型の工業化政策が行われ,

工業部門における資本労働比の推移は60年代

と逆に少 し低下傾向になり,非農業非熟練労

働者の実質賃金率は70年代中期 ごろか らそれ

以前の停滞傾向を脱 し上昇傾向に転 じたよう

である｡ところで,60年代にはタイ国におけ

る貧困世帯比率 も急速に下降 し,平均実質世

岸所得 も上昇 したと考えられる｡ しか し60年

代には,ジニ係数で計 った世帯全体所得 (覗

物所得なども含んだ所得)の分布はかなり悪

化 した｡このことは,同時期に貧困世帯の所

得は上昇 したが,富裕世帯の所得はそれ以上

に増加 したことを示 している｡ 同様のことが

地域別の成長 と貧困世帯比率の変化 との関係

にみられる｡すなわち,成長率の高い地域は

ど同比率の低下の程度が低いということであ

る｡ このように,成長は貧困の減少には直接

的影響は少ないようである｡ また1960年ごろ

か ら1975年ごろまで,非熟練労働者の実質賃

金率が停滞 していたことも重要である｡

70年代にはタイ国経済はかなりの高成長を

遂げたが,貧困世帯比率の低下速度は60年代

に比べ非常に鈍化 した ｡ このことは,上述の

工業での資本労働比や実質賃金率に関する70

年代での好ま しい傾向にもかかわ らず,低所

得層での実質世帯所得の上昇率が大幅に鈍化

したことを意味する｡重要な問題は,1975/6年

に貧困世帯比率がまだ25%の高水準であり,

1977-1978年に労働力の低雇用率が約40%と

非常に高 く,1975/6年における農村土地な し

労働者世帯の全農村世帯に占める比率が15%

もあるという状態で,貧困世帯比率の減少が

大幅に鈍化 したことである｡

タイ国の工業化には日米の合弁大規模企業

が重要な役割を果た してきた｡ しか し,これ

ら大規模企業はタイ国内中規模 (雇用者50-

99人)企業 と比べ,資本労働比で約 3倍,質

本生産性で約 1/2という, タイ国という途上

国の資源賦存量に適合 しない技術を採用 して

いる｡タイ国政府は合弁大規模企業を保護す

る政策をとってきたのであるが,将来 もこの

政策を中心に工業化を促進 しようとすれば,

現存する巨大な低雇用労働力と貧困の問題が

悪化することも十分予想されるのである｡

農業部門は60年代 と70年代には,広大な森

林 というフロンティアが非常に急速に破壊開

拓 され,畑作物が破壊後地に急速に作付 され

るというメカニズムにより,大量の労働力を

吸収 してきた｡ しか し,このフロンティアは

ほとんど消滅 した｡この稲作か ら畑作- とい

う急速な面的な農業多角化の展開において,

畑作では自然肥沃度の収奪に依存 した非常に

粗放な技術が用いられた｡この技術を集約的

技術に転換することができれば,タイ国の農

業発展には第 2のフロンティアが生まれる｡

しか し,集約化のためには水利施設が必須条

件であり,この急速な建設は水資源の不足や

施設建設の経済性か ら困難 と考えられる｡ゆ

えに農業では,第 1のフロンティアが消滅 し,

集約化 という第 2のフロンティアには到達困

難であるか ら,かつてのような速度での労働

吸収は近い将来期待できないと考えられる｡

以上で述べた各論点に基づ き,タイ国が70

年代に行なった工業化政策を持続 して も, 5

午,10年の問には巨大な低雇用者,失業者が

一掃 されて公正な成長への展望が開ける可能

性は少ないと考える｡
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